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今週のことば

物流の２０２４年問題

宅配便が増加する中、来年４月からドライ

バーの時間外労働時間の上限規制により

人手不足などが懸念されている。政府は利

用者に再配達の削減の協力を呼びかける｡

 ◆ 今週のこよみ ◆　ご自分の予定を確認して下さい

 ４／　３(月) 友引

 　　　４(火) 先負

 　　　５(水) 仏滅　清明

 　　　６(木) 大安

 　　　７(金) 赤口　世界保健デー

 　　　８(土) 先勝　花まつり、黒田日銀総裁の任期満了

 　　　９(日) 友引　統一地方選前半戦の投票日、競馬・桜花賞

 先週の株と為替

　　　　日経平均株価　  円(対米ﾄﾞﾙ)

 3/27(月) 27,477 △ 92   130.92 ▼0.67

   28(火) 27,518 △ 41   131.15 ▼0.23

   29(水) 27,884 △366   131.97 ▼0.82

   30(木) 27,783 ▼101   132.40 ▼0.43

   31(金) 28,041 △258   133.12 ▼0.72

本年４月から適用開始となる主な税制

　成立した令和５年度税制改正等により４月（又は

１月）から適用される主な税制は、次のとおりです。

◎中小企業向け設備投資減税の見直し……中小企業

経営強化税制や中小企業投資促進税制の対象からコ

インランドリー業（主要な事業であるものを除く）

の用に供する設備を除外します。

◎先端設備等導入計画に基づく固定資産税の特例の

創設……市町村の認定を受けた「先端設備等導入計

画」に基づき、一定の機械装置等を取得した場合に

固定資産税を３年間１/２（一定の賃上げ表明をした

場合は最大５年間２/３）軽減する措置を創設します。

◎外国人旅行者向け消費税免税制度の見直し……免

税店において免税購入できる対象者が見直され、外

国籍の非居住者については「短期滞在」、「外交」、

「公用」の在留資格を有する者等に限定されます。

◎低未利用土地等の譲渡に係る特別控除の見直し

（※本年１月以後の譲渡に適用）……個人が低額な

一定の低未利用土地等を譲渡した場合の長期譲渡所

得の１００万円控除について、①市街化区域等にある

土地等は譲渡価額の要件を８００万円以下に引上げ

る、②譲渡後の利用要件に係る用途からコインパー

キングを除外します。

◎教育資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置の

見直し……①贈与者が亡くなり相続税の課税価格が

５億円超の場合、受贈者が２３歳未満等でも教育資金

として使われなかった残額は相続財産に加算する、

②契約終了した場合の残額に課される贈与税は受贈

者の年齢に関係なく一般税率を適用します。

◎その他……＊スタートアップ企業への再投資に係

る非課税措置の創設、＊研究開発税制の見直しなど。

■この記事の詳細は､情報ＢＯＸ２０１５１３

相続土地国庫帰属制度の審査手数料は

　相続等によって取得した土地を、法務大臣の承

認を受けることで国に引き取ってもらえる「相続

土地国庫帰属制度」が今月２７日から始まります。

　本制度を利用するためには相続等によって土地

の所有権を取得した方が、その土地が所在する都

道府県の法務局・地方法務局（本局）に帰属の承

認申請を行いますが、申請の際には審査手数料が

必要となります。その審査手数料は土地一筆当た

り１万４千円に決まりました。

　なお、申請書に審査手数料額に相当する額の収

入印紙を貼って納付し、納付後に申請を取り下げ

た場合や承認されなかった場合でも、手数料の返

還はされません。

★☆★ ４月のチェックポイント ★☆★

※ 協会けんぽの３月分（４月納付分）から都道府

県で異なる健康保険料率が改定され、介護保険

料率は全国一律で１.８２％に引上げられます。

※ 雇用保険料率は０.２％引上げられます。

※ 新入社員や扶養親族に異動があった社員から

｢扶養控除等（異動）申告書｣の提出を受けます。

※ 「給与支払報告に係る給与所得者異動届出」は、

４月１７日（月）までに１月に提出した市町村に。

※ 月６０時間を超える時間外労働に対する５０％以

上の割増賃金率が中小企業にも適用されます。

　　　情報ＢＯＸ番号が付いている記事の詳細情報は下記

　　　 の手順で取り出すことができます。【無料】

　　　 ①03-3940-6000へＴＥＬ(プッシュ回線)。

　　　 ②記事下のＢＯＸ番号を入力し＃。

　　　 ③取り出し先のＦＡＸ番号を入力し＃。

　　　 ※アナウンスのガイドに添って入力して下さい。
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情報ＢＯＸコード２０１５１３                      ２０２３．４．３ 

令和 5 年 4 月から適用開始となる主な税制について 

◆中小企業経営強化税制の見直し 

 特定経営力向上設備等の対象からコインランドリー業又は暗号資産マイニング業（主要な事業で

あるものを除く）の用に供する資産でその管理のおおむね全部を他の者に委託するものを除外し、

適用期限を令和 7 年 3 月まで延長します。 

◆中小企業投資促進税制の見直し 

 対象設備からコインランドリー業（主要な事業であるものを除く）の用に供する機械装置でその

管理のおおむね全部を他の者に委託するものを除外し、適用期限を令和 7 年 3 月まで延長します。 

◆先端設備等導入計画に基づく固定資産税の特例の創設 

 市町村から認定を受けた「先端設備等導入計画」に基づき、年平均 5％以上の投資利益率が見込

まれる投資計画に記載された一定の機械装置等を取得した場合に、固定資産税の課税標準を 3 年

間 1/2 に軽減する措置※を 2 年間（令和 7 年 3 月まで）講じます。 

※雇用者給与等支給額を 1.5％以上増加させることを同計画に位置付け、労働者に表明したことを

証明する書類を添付して市町村の認定を受けた場合は、課税標準を最大 5 年間 1/3 に軽減します。 

◆外国人旅行者向け消費税免税制度（輸出物品販売場制度）の見直し 

 令和 5 年 4 月から輸出物品販売場において免税で購入することができる非居住者（免税購入対

象者）の範囲について次のとおり見直されました。 

・日本国籍を有しない非居住者については、出入国管理及び難民認定法に規定する「短期滞在」、

「外交」又は「公用」の在留資格を有する者等に限られます。 

・日本国籍を有する非居住者については、国内以外の地域に引き続き 2 年以上住所又は居所を有

することについて、在留証明又は戸籍の附票の写しにより確認がされた者に限られます。 

◆低未利用土地の譲渡に係る長期譲渡所得の特別控除の見直し 

 個人が所有する都市計画区域内の低未利用土地等（所有期間５年超、土地とその上物の譲渡価額

が合計 500 万円以下）を譲渡した場合に、長期譲渡所得から 100 万円控除できる制度について、

令和 5 年 1 月以後の譲渡から次のとおり見直した上で 3 年延長（令和 7 年 12 月まで）します。 

・市街化区域又は区域区分に関する都市計画が定められていない都市計画区域（用途地域が定めら

れている区域に限る）や、所有者不明土地対策計画を策定した市町村の区域にある低未利用土地等

を譲渡する場合は、譲渡対価に係る要件を 800 万円以下に引上げます。 

・低未利用土地等の譲渡後の利用要件に係る用途から、コインパーキングを除外します。 

◆教育資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置の見直し 

 令和 5 年 4 月以後に取得する信託受益権等について、次のとおり見直した上で、適用期限を 3

年延長（令和 8 年 3 月まで）します。 

・教育資金管理契約の終了までの間に贈与者が死亡した場合において、当該贈与者に係る相続税の

課税価格の合計額が 5 億円を超えるときは、一定要件に該当する受贈者（贈与者の死亡日におい

て 23 歳未満である場合や学校等に在学している場合など）であっても、教育資金として使われな

かった残額は相続等により取得したものとみなします。 

・受贈者が 30 歳に達するなどで契約が終了した場合において、教育資金として使われなかった残

額に対する贈与税は、受贈者の年齢に関係なく一般税率が適用されます。 

◆結婚・子育て資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置の見直し 

 令和 5 年 4 月以後に取得する信託受益権等について、次のとおり見直した上で、適用期限を 2

年延長（令和 7 年 3 月まで）します。 

・受贈者が 50 歳に達するなどで契約が終了した場合において、結婚・子育て資金として使われな

かった残額に対する贈与税は、受贈者の年齢に関係なく一般税率が適用されます。 

◆その他 

・保有する株式を売却し、自己資金による創業や一定のスタートアップへの再投資を行う際に、再

投資分については譲渡益（上限 20 億円）に課税を行わない措置を創設します。 

・研究開発税制について、試験研究費の増減割合に応じて控除上限が変動する措置や控除率の見直

しなどを行います。 

・固定資産税や自動車税種別割などの地方税について、納付書に付された地方税統一 QR コード

を読み取ることで、「地方税お支払サイト」や、スマートフォン決済アプリを通じたキャッシュレ

ス納付等が可能となります。 


